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Ⅰ　はじめに


































45.5％であり、実施頻度は、母子世帯では「月 1 回以上 2 回未満」が最も
多く 23.1％、父子世帯では「月 2 回以上」が最も多く 21.1％であった。一方、
養育費の受取率は母子世帯が 24.3％、父子世帯が 3.2％であり、養育費の平







女性 16 歳以上、②離婚経験者（離婚後 5 年以内）、③未成年の子ども（末
子）がいる、の 3 要件でスクリーニングを行い、要件に該当して回答があっ
た 1030 名（均等割付：男性 515 名および女性 515 名）を分析の対象とし








年収）を Table 1 に示した。なお、離婚後に子どもと同居している親は 573
名（55.63％：男性 114 名、女性 459 名）、別居している親は 394 名（38.25％：
男性 370 名、女性 24 名）、同居している子と別居している子の両方がいる
親は 63 名（6.12％：男性 31 名、女性 32 名）であった。
三
女性 (n=515) 男性 (n=515) 　 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人
回答時年齢 M 36.27 43.67 離婚時の子の数 n 474 409 119 23 4 1
SD 8.63 7.78 (M=1.72) ％ 46.02 39.71 11.55 2.23 0.39 0.1
協議 調停 審判 和解 認諾 判決 回答時離婚後月数 結婚時年齢
離婚種別 n 800 194 6 14 4 12 Mdn=28.00 女性 M 25.69
% 77.67 18.83 0.58 1.36 0.39 1.17 IQR=11.00 － 52.00 女性 SD 5.06
男性 M 29.31
北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州・沖縄 男性 SD 6.02
居住地域 n 67 68 290 214 175 64 34 118
% 6.50 6.60 28.16 20.78 16.99 6.21 3.30 11.46 離婚時年齢
女性 M 33.20
中学校卒 高等学校卒 専門学校卒 短大卒 高専卒 大学卒 大学院卒 その他 女性 SD 8.18
最終学歴 女性 n 27 217 101 73 3 82 10 2 男性 M 40.58
女性 % 5.24 42.14 19.61 14.17 0.58 15.92 1.94 0.39 男性 SD 7.48
男性 n 30 165 80 17 11 188 23 1
男性 % 5.83 32.04 15.53 3.30 2.14 36.50 4.47 0.19
公務員 経営者・役員 会社員（事務系） 会社員（技術系） 会社員（その他） 自営業 自由業 専業主婦・主夫 パート・アルバイト その他 無職
職業 女性 n 4 2 90 20 86 7 3 62 202 13 26
女性 % 0.78 0.39 17.48 3.88 16.70 1.36 0.58 12.04 39.22 2.52 5.05
男性 n 24 20 65 145 165 37 9 2 14 11 23
男性 % 4.66 3.88 12.62 28.16 32.04 7.18 1.75 0.39 2.72 2.14 4.47
200 万未満 200 － 400 万未満 400 － 600 万未満 600 － 800 万未満 800 － 1000 万未満 1000 － 1200 万未満 1200 － 1500 万未満 1500 － 2000 万未満 2000 万以上 不明
個人年収 女性 n 265 159 34 6 4 4 1 ー ー 42
女性 % 51.46 30.87 6.60 1.17 0.78 0.78 0.19 ー ー 8.16
男性 n 41 132 174 81 35 14 2 4 3 29
男性 % 7.96 25.63 33.79 15.73 6.80 2.72 0.39 0.78 0.58 5.63
Table1　調査協力者の基本属性
２．調査時期と調査内容
調査時期は、2019 年 2 月 22 日―24 日の 3 日間であった。調査内容は、
回答者の基本属性等を尋ねるフェイスシート項目（31 項目）、日本版 GHQ
（General Health Questionnaire：精神健康調査票、12 項目 4 件法：Goldberg、
1978；日本語版：中川・大坊、2013）、共同養育への否定的意識尺度（6 項
目 4 件法：Odagiri et al.、2017）、PBI（Parental Bonding Instrument：両親の養
育態度尺度、母親 25 項目、父親 25 項目、4 件法：Parker et al.、1979；日本
語 版：Kitamura & Suzuki、1993）、ACE － IQ（Adverse Childhood Experiences 
International Questionnaire：子ども時代の逆境的体験尺度 WHO 版一部抜粋、
11 項目 5 件法等：WHO、2018）、夫婦間コミュニケーション態度尺度（自分
からの態度 22 項目、相手からの態度 22 項目、4 件法：平山・柏木、2001）、
面会交流と養育費の実態
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MCS-DR（Multidimentional Co-parenting Scale for Dissolved Relationships：関係
破綻後の多面元的共同養育尺度、22 項目 6 件法：Ferraro et al.、2018；日本語版：
青木、投稿中）、IES-R（Impact of Event Scale-Revised：改訂出来事インパクト尺










本研究の統計解析には、SPSS26.0 および HAD16.101（清水 ,2016）を用いた。
１．面会交流の実態
（1）面会交流の有無
調査協力者 1030 名のうち「面会交流あり」と回答した人は 560 名
（54.37％）、「面会交流なし」と回答した人は 323 名（31.36％）、「当初あり、














「父子世帯」114 名のうち「面会交流あり」と回答した人は 80 名（70.18％）、
「面会交流なし」と回答した人は 27 名（23.68％）、「当初あり、現在なし」
と回答した人は 7 名（6.14％）であり、「母子世帯」459 名のうち「面会交
流あり」と回答した人は 180 名（39.22％）、「面会交流なし」と回答した人











面会交流あり 面会交流なし 当初あり、現在なし 合計
父子世帯    80 （70.18%）     27 （23.68%）     7 （  6.14%） 114 （100%）
5.943 *** -3.648 *** -3.222 ***
母子世帯   180 （39.22%）   194 （42.27%）   85 （18.52%） 459 （100%）
-5.943 *** 3.648 *** 3.222 ***
合計 260 （45.38%） 221 （38.57%） 92 （16.06%） 573 （100%）




と回答した人は 467 名（52.77％）、「面会交流なし」と回答した人は 279
名（31.53％）、「当初あり、現在なし」と回答した人は 139 名（15.71％）
であり、「離婚後再婚した人」145 名のうち「面会交流あり」と回答した人















答した人は 144 名（36.27％）、「当初あり、現在なし」と回答した人は 47
名（11.84％）であり、「離婚後親子暮らしの人」633 名のうち「面会交流
あり」と回答した人は 354 名（55.92％）、「面会交流なし」と回答した人は
179 名（28.28％）、「当初あり、現在なし」と回答した人は 100 名（15.80％）
であった。
χ 2 検定を行ったところ、「実家暮らし／親子暮らし」と「面会交流の有無」
との間には、小さな効果量ではあるが 5％水準の有意な連関が認められた（χ 2 





面会交流あり 面会交流なし 当初あり、現在なし 合計
離婚後未婚   467 （52.77%）   279 （31.53%）   139 （15.71%） 885 （100%）
－ 2.548 * 0.284 3.251 **
離婚後再婚     93 （64.14%）  44 （30.34%）        8 （ 5.52%） 145 （100%）
2.548 * -0.284 -3.251 **
合計 560 （54.37%） 323 （31.36%） 147 （14.27%） 1030 （100%）







「面会交流あり」と回答した 560 名の面会交流の頻度は、「週 1 回以上」
が 117 名（20.89％）、「月 2 回程度」が 86 名（15.36％）、「月 1 回程度」
が 142 名（25.36％）、「2，3 か月に 1 回程度」が 86 名（15.36％）、「4 〜
6 か月に 1 回程度」が 53 名（9.46％）、「年 1 回程度」が 28 名（5.00％）、





面会交流あり 面会交流なし 当初あり、現在なし 合計
実家暮らし   206 （51.89%）      144 （36.27%） 47 （11.84%） 397 （100%）
-1.265 2.691 * -1.768
親子暮らし   354 （55.92%）     179 （28.28%） 100 （15.80%） 633 （100%）
1.265 -2.691 * 1.768
合計 560 （54.37%） 323 （31.36%） 147 （14.27%） 1030 （100%）



































































「父子世帯」と回答した 80 名の面会交流の頻度は、「週 1 回以上」が 38




（13.75％）、「2，3 か月に 1 回程度」が 5 名（6.25％）、「4 〜 6 か月に 1 回
程度」が 2 名（2.50％）、「年 1 回程度」が 2 名（2.50％）、「数年に 1 回程度」


































































「母子世帯」と回答した 180 名の面会交流の頻度は、「週 1 回以上が 43
名（23.89％）、「月 2 回程度」が 28 名（15.56％）、「月 1 回程度」が 44 名
（24.44％）、「2，3 か月に 1 回程度」が 22 名（12.22％）、「4 〜 6 か月に 1
回程度」が 13 名（7.22％）、「年 1 回程度」が 10 名（5.56％）、「数年に 1
回程度」が 4 名（2.22％）、「その他」が 16 名（8.89％）であった（Figure 3）。
（6） 面会交流における宿泊の有無













調査協力者 1030 名のうち「養育費あり」と回答した人は 551 名（53.50％）、
「養育費なし」と回答した人は 381 名（36.99％）、「当初あり、現在なし」















































































「父子世帯」114 名のうち「養育費あり」と回答した人は 29 名（25.44％）、
「養育費なし」と回答した人は 83 名（72.81％）、「当初あり、現在なし」と
回答した人は 2 名（1.75％）であり、「母子世帯」459 名のうち「養育費あり」













養育費あり 養育費なし 当初あり、現在なし 合計
父子世帯     29 （25.44%）     83 （72.81%）     2 （1.75%） 114 （100%）
-4.376 *** 6.485 *** -3.439 ***
母子世帯   221 （48.15%）   179 （39.00%）   59 （12.85%） 459 （100%）
4.376 *** -6.485 *** 3.439 ***
合計 250 （43.63%） 262 （45.72%） 61（10.65%） 573 （100%）




















は 138 名（34.76％）、「当初あり、現在なし」と回答した人は 32 名（8.06％）
であり、「離婚後親子暮らしの人」633 名のうち「養育費あり」と回答した
人は 324 名（51.18％）、「養育費なし」と回答した人は 243 名（38.39％）、
「当初あり、現在なし」と回答した人は 66 名（10.43％）であった。
χ 2 検定を行ったところ、「実家暮らし／親子暮らし」と「養育費の有無」




養育費あり 養育費なし 当初あり、現在なし 合計
離婚後未婚     467 （52.77%）     328 （37.06%）     90 （10.17%） 885（100%）
-1.155 0.118 1.770
離婚後再婚   84 （57.93%）  53 （36.55%）    8 （5.52%） 145（100%）
1.155 -0.118 -1.770
合計 551 （53.50%） 381 （36.99%） 98（9.51%） 1030（100%）
注 1：下段は調整済み残差
養育費の有無
養育費あり 養育費なし 当初あり、現在なし 合計
実家暮らし     227 （57.18%）     138 （34.76%）    32 （8.06%） 397 （100%）
1.877 -1.174 -1.260
親子暮らし  324 （51.18%）  243 （38.39%）   66 （10.43%） 633 （100%）
-1.877 1.174 1.260




の有無」を集計した（Table 10）。「週 1 回以上」と回答した 117 名のうち「養
育費あり」は 48 名（41.03％）、「養育費なし」は 63 名（53.85％）、「当初あり、
現在なし」は 6 名（5.13％）であり、「月 2 回程度」と回答した 86 名のうち「養
育費あり」は 64 名（74.42％）、「養育費なし」は 17 名（19.77％）、「当初
あり、現在なし」は 5 名（5.81％）であり、「月 1 回程度」と回答した 142
名のうち「養育費あり」は 104 名（73.24％）、「養育費なし」は 34 名（23.94％）、




と回答した 215 名のうち「養育費あり」は 132 名（61.40％）、「養育費なし」
は 74 名（34.42％）、「当初あり、現在なし」は 9 名（4.19％）であった。
Fisher の正確確率検定を行ったところ、「面会交流の頻度」と「養育費の
有無」との間には、小さな効果量ではあるが 0.1% 水準の有意な連関が認め
られた（χ 2 = 37.566, p = .000, V = .184, 95%CI ［.132, .243］）。残差分析
の結果、「週 1 回以上」の「養育費なし」、「月 2 回程度」の「養育費あり」、「月
1 回程度」の「養育費あり」が有意に多く、「週 1 回以上」の「養育費あり」、「月
2 回程度」の「養育費なし」、「月 1 回程度」の「養育費なし」が有意に少な
かった。なお、面会交流の頻度が「週 1 回以上」で「養育費なし」と回答





面会交流の頻度 養育費あり 養育費なし 当初あり、現在なし 合計
週 1 回以上     48 （41.03%）    63 （53.85%）     6 （5.13%） 117 （100%）
-5.295 *** 5.221 *** 0.506
月 2 回程度     64 （74.42%）    17 （19.77%）   5 （5.81%） 86 （100%）
2.551 * -2.946 ** 0.761
月 1 回程度   104 （73.24%）    34 （23.94%）   4 （2.82%） 142 （100%）
3.156 ** -2.812 ** -1.000
2，3 か月に 1 回以下   132 （61.40%）   74 （34.42%）   9 （4.19%） 215 （100%）
-0.288 0.335 -0.092
合計 348（62.14%） 188 （33.57%） 24（4.29%） 560 （100%）
注 1：下段は調整済み残差　　注 2：* p < .05, ** p < .01, *** p < .001　　　
（6） 養育費の金額
「養育費あり」と回答した 551 名の子どもの数別の養育費の金額（中央値）
は、子ども 1 人（261 名）が 30,000 円、子ども 2 人（213 名）が 50,000
円、子ども 3 人（62 名）が 50,000 円、子ども 4 人（13 名）が 40,000 円、
子ども 5 人（1 名）が 80,000 円、子ども 6 人（1 名）が 205,000 円であっ









800 名のうち、「面会交流あり」は 452 名（56.50％）、「面会交流なし」は
240 名（30.00％）、「当初あり、現在なし」は 108 名（13.50％）であり、「調
停離婚」194 名のうち、「面会交流あり」は 92 名（47.42％）、「面会交流なし」
は 72 名（37.11％）、「当初あり、現在なし」は 30 名（15.46％）であり、「審
判離婚他」36 名のうち、「面会交流あり」は 16 名（44.44％）、「面会交流なし」
は 11 名（30.56％）、「当初あり、現在なし」は 9 名（25.00％）であった。
χ 2 検定を行ったところ、「離婚種別」と「面会交流の有無」との間には、
小さな効果量ではあるが 5％水準の有意な連関が認められた（χ 2 ＝ 8.999, 








離婚種別 面会交流あり 面会交流なし 当初あり、現在なし 合計
協議離婚   452 （56.50%）    240 （30.00%）   108 （13.50%） 800 （100%）
2.561 * -1.754 † -1.321
調停離婚      92 （47.42%）       72 （37.11%）   30 （15.46%） 194 （100%）
-2.156 * 1.917 † -.527
審判離婚他 16 （44.44%）   11 （30.56%）   9 （25.00%） 36 （100%）
-1.217 -0.106 1.873 †
合計 560 （54.37%） 323 （31.36%） 147 （14.27%） 1030 （100%）
注 1：下段は調整済み残差　　注 2：* p < .05, † p < .10　　　
（2） 離婚種別と養育費の有無
「離婚種別」別に「養育費の有無」を集計した（Table 12）。「協議離婚」
800 名のうち、「養育費あり」は 398 名（49.75％）、「養育費なし」は 331
名（41.38％）、「当初あり、現在なし」は 71 名（8.88％）であり、「調停離




39 名（20.10％）、「当初あり、現在なし」は 25 名（12.89％）であり、「審
判離婚他」36 名のうち、「養育費あり」は 23 名（63.89％）、「養育費なし」
は 11 名（30.56％）、「当初あり、現在なし」は 2 名（5.56％）であった。
Fisher の正確確率検定を行ったところ、「離婚種別」と「養育費の有無」
との間には、小さな効果量ではあるが 0.1％水準の有意な連関が認められた







離婚種別 養育費あり 養育費なし 当初あり、現在なし 合計
協議離婚    398 （49.75%）    331 （41.38%）    71 （8.88%） 800 （100%）
-4.494 *** 5.436 *** -1.305
調停離婚    130 （67.01%）      39 （20.10%）   25 （12.89%） 194 （100%）
4.189 *** -5.408 *** 1.777 †
審判離婚他 23 （63.89%）   11 （30.56%）   2 （5.56%） 36 （100%）
1.273 -0.814 -0.824
合計 551 （53.50%） 381 （36.99%） 98 （9.51%） 1030 （100%）
注 1：下段は調整済み残差　　注 2：*** p < .001, † p < .10　　　
４．養育費と面会交流の連関
「養育費の有無」別に「面会交流の有無」を集計した（Table 13）。「養育
費あり」と回答した 551 名のうち「面会交流あり」は 348 名（63.16％）、「面
会交流なし」は 135 名（24.50％）、「当初あり、現在なし」は 68 名（12.34％）
であり、「養育費なし」と回答した 381 名のうち「面会交流あり」は 188
名（49.34％）、「面会交流なし」は 153 名（40.16％）、「当初あり、現在なし」
は 40 名（10.50％）であり、「当初あり、現在なし」と回答した 98 名のう








には、小さな効果量ではあるが 0.1% 水準の有意な連関が認められた（χ 2 











養育費の有無 面会交流あり 面会交流なし 当初あり、現在なし 合計
養育費あり   348 (63.16%)    135 (24.50%)     68 (12.34%) 551 (100%)
6.074 *** -5.088 *** -1.900 †
養育費なし    188 (49.34%)    153 (40.16%)   40 (10.50%) 381 (100%)
-2.481 * 4.663 *** － 2.653 **
当初あり、現在なし 24 (24.29%)      35 (35.71%)     39 (39.80%) 98 (100%)
-6.243 *** 0.977 7.594 ***
合計 560 (54.37%) 323 (31.36%) 147 (14.27%) 1030 (100%)








































父子世帯 母子世帯 父子世帯 母子世帯
第 4 回（2016）子育て世帯全国調査 31.80% 16.20%
平成 28 年度全国ひとり親世帯等調査結果報告 45.50% 29.80% 3.20% 24.30%












1 回以上」（20.89％）、「月 2 回程度」（15.36％）、「月 1 回程度」（25.36％）
を合計すると、調査協力者のうち実に約 60％が月 1 回以上の面会交流を行っ
ていたのである。しかも、面会交流で「宿泊あり」の回答が 48.57％に上った。
裁判所（2018）によると、平成 30 年の調停と審判における面会交流の取
























































































うち、未成年の子どもがいる離婚件数は 12 万 3,397 組で（全離婚件数
の 58.1％）、父母の離婚を経験した未成年の子どもの数は 21 万 3,756
人となっている。種類別離婚件数は、協議離婚が 18 万 4,496 組であり
（同 87.2％）、次いで調停離婚 2 万 0,902 組、和解離婚 3,379 組、判決
離婚 2,204 組、審判離婚 772 組、認諾離婚 9 組であった。協議離婚に
も高葛藤事例は多数含まれると思われるが、その実態を把握することが
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